
第４８号議案 

平成２８年度 中間市一般会計補正予算（第３号） 

 平成２８年度中間市の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３１，８００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１８，５１８，３００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算 

補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

  平成２８年１１月２９日提出 

中間市長  松下 俊男 
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（変　　更） 単位：千円

起　債　の　目　的 限　度　額 利　　率 償還の方法 限　度　額 利　　率 償還の方法

国 土 保 全 対 策 事 業 10,000 11,600

子育て支援センター改修事業 5,100 0

計 1,358,283 1,354,783

第　２　表　　　地　　方　　債　　補　　正

補　　　　　　　正　　　　　　　前 補　　　　　　　正　　　　　　　後

起債の
方　法

起　債　の　目　的
起債の
方　法

証書貸借 ２.０％以
内。ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
公的資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率。

借入先の
定める条
件による
ものとす
る。ただ
し、据置
期間及び
償還期限
を短縮
し、若し
くは繰上
げ償還又
は低利に
借換えす
ることが
できる。

国 土 保 全 対 策 事 業 証書貸借 ２.０％以
内。ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
公的資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率。

借入先の
定める条
件による
ものとす
る。ただ
し、据置
期間及び
償還期限
を短縮
し、若し
くは繰上
げ償還又
は低利に
借換えす
ることが
できる。

又 は 又 は

証券発行 子育て支援センター改修事業 証券発行

計
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期 末 手 当
年間支給率
(月分)

5,469
(2.95月分)

24,630
(2.95月分)

その他の 2,192
特 別 職 (2.95月分)

5,469
(2.95月分)

24,630
(2.95月分)

その他の 2,192
特 別 職 (2.95月分)

0
0.00

0
0.00

その他の 0
特 別 職 0.00

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１．特　　別　　職

72 1,679

（単位：千円）

1,607

0 0 0

計 1

0 0

1,607 0

1,607 0 1,607

0

0 0

1,67972
比　　較

長　　等 0 0 0 0

32,291 383,895 73,081 456,976計 706 27,096

283,603

458,655

247,332

147,408

34,592 281,924

2,831 27,644

補 正 前

長　　等 2 19,344

324,508

32,291

24,813

共　　済　　費

73,153

合　　　　　計

2,831

35,658

34,664

27,644

147,408

給　　与　　費

111,750

248,939

385,502

87,120 111,750

19,344

報　　酬

326,115

補 正 後

区　　　　　分
職 員 数
（人）

687

35,658

87,120

238,995

24,813

給　　料

2

18

707

686

7,752

18

237,388 7,752

27,096

長　　等

議　　員

計

議　　員

議　　員

1

0
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(19)
300
(21)
297

(△ 2)
3

指 定 勤 務 時間外勤務 期 末 勤 勉 休 日 勤 務 夜 間 勤 務 管理職員特
手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 別勤務手当

補 正 後 34,270 26,871 6,796 12,707 25,585 54,731 452,999 19,539 4,071 31 100 0
補 正 前 35,610 26,871 6,796 12,803 25,585 44,819 453,784 19,539 4,071 31 100 0
比　　較 △ 1,340 0 0 △ 96 0 9,912 △ 785 0 0 0 0 0

職員手当 7,691 そ の 他 の 増 減 分 7,691 人事異動等に伴う減額

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

18,782

△ 37,720 人事異動等に伴う減額

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

給　　料 △ 18,938

２．一　　般　　職

（１）総　　括

　平均定昇率　1.54%

区　　分 増　　減　　額 増　　　減　　　事　　　由　　　別　　　内　　　訳 備　　　　　　　　　　考

1,192,872

区　　分

補 正 後

（単位：千円）

（単位：千円）

　（　　）は再任用職員の人数

△ 15,021

退職手当組合負担金
職 員 数
（人）

637,7001,173,934

630,009

415,059

415,059

共　　済　　費
給　　料 職員手当

342,797

合　　　　　計

2,569,490

2,584,511

1,811,634

1,822,881

給　　与　　費

職員手当
の 内 訳
職員手当
の 内 訳

区　　分 扶 養 手 当

比　　較

通 勤 手 当

△ 18,938 △ 11,247

補 正 前

地域手当

（単位：千円）

0

住 居 手 当 宿日直手当

346,571

△ 3,774

管理職手当

7,691
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職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

24 9.9 3 6.1
(15) (83.3)
39 16.1 8 16.3
(3) (16.7) (1) (100)
58 24.0 3 33.3 23 47.0

68 28.1 2 22.2 10 20.4

20 8.3 4 44.5

26 10.7 4 8.2

7 2.9 1 2.0
(18) (100.0) (1) (100.0) (0) (0.0)
242 100.0 9 100.0 49 100.0

23 9.7 3 6.1
(18) (85.7)
41 17.3 10 20.4
(3) (14.3)
53 22.4 3 27.3 22 44.9

71 30.0 3 27.3 9 18.4

16 6.7 5 45.4

26 11.0 4 8.2

7 2.9 1 2.0
(21) (100.0) (0) (0.0) (0) (0.0)
237 100.0 11 100.0 49 100.0

【級別の標準的な職務内容】

課長補佐
参事補 主査
主査幹

次長

課長 課長補佐 主査
主幹

現　　　　 在

平成28年11月1日

（３）給料及び職員手当の状況

区　　　分 級
一 般 行 政 職

　ア．職員１人当たり給与 　ウ．級　別　職　員　数

区　　　　　　　　分
技 能 労 務 職 消 防 職

（単位：人、％）

平成28年11月1日

現　　　　 在

１級

２級

３級

４級

平成28年1月1日 ３級

現　　　　 在 ４級

７級

計

７級

計

一般行政職 技能労務職 消　防　職

304,500 341,512 307,074

１級

２級

一 般 行 政 職

　（　　）は再任用職員の人数、構成比

337,967 350,622 389,935

５級

６級

40.0 48.4 36.8

平均給料月額
（円）

305,324 355,353 299,814

平均給料月額
（円）

平均給与月額
（円）

５級

６級

平均年齢
（歳）

区　　　　　分

平成28年1月1日

平均給与月額
（円）

353,121 365,424 396,909
現　　　　 在

174,200 187,700

平均年齢
（歳）

43.2 49.9 37.1

　イ．初　　任　　給

一般行政職 技能労務職 消防職

高　　校　　卒

大　　学　　卒

（単位：円）

区　　　分 ７級 ６級

146,500 146,500 157,700

174,200

５級 ４級 ３級 ２・１級

消 防 職

部長
参事

課長
主幹

係長
主査

左以外の職員

左以外の職員
消防長
参事

係長
主査

左以外の職員技 能 労 務 職
係長
主査

主査幹 主査
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20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者 最 高 限 度 その他の 退職時
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等 特別昇給

区　　　　　分

補　　正　　後

６月（月分） １２月（月分）
(1.025)
2.025

(1.175)
2.175

(1.025)
2.025

(1.175)
2.175
(1.175)
2.175

(2.20)
4.20
(2.20)
4.20
(2.38)
4.20

制度なし 制度なし

制度なし

　（　　）は再任用職員の月分

有

有

有

職制上の段階職務の
級等による加算措置

補　　正　　前

国　の　制　度

(1.025)
2.025

　オ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　分

支　給　率　等

国　の　制　度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625

25.55625

34.5825 49.590

34.5825 49.590

49.590

49.590 制度なし

　カ．指定勤務手当

区　　　　　分 全　　職　　種

給与総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)
（ 平成28年11月1日現在）

0.52

　キ．その他の手当

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

代表的な指定勤務手当の名称 臨戸徴収手当等

25.3

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　じ

同　　　　　　　じ住　　居　　手　　当

　エ．期末手当・勤勉手当

支給率計（月分）

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　じ
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